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品、食関係のビジネス展開を希望しています。ぜ

ひご協力をお願いいたします。 
栄養改善については、日本政府は昨年、スタデ

ィ・チームを立ち上げています。今後、栄養改善

の重要性を様々な国際会議で呼びかけるとともに、

日本の協力の中にも、栄養改善を取り入れていき

たいと考えています。 
最後に、農業に対する気候変動の影響を評価す

ることが重要です。アフリカでは渇水等、気候変

動が激しく、そのような気候でも農業ができるよ

う、農作物の抵抗力を高める研究や、灌漑整備の

必要性があると考えています。私たちも TICAD VI
に向け、こうした点を検討しているのですが、本

日の機会を利用させていただきまして、そのよう

な取り組みについても、ご意見やご感想をいただ

ければ幸いです。 
 
 

討議 
 
楠本修 APDA 事務局長・常務理事： 

ありがとうございました。今回、ご説明をいた

だいて、国内農政のテーマである日本の攻めの農

業も同じ考え方で、いかに経済的に成り立たせる

かということだと理解しました。ただ、それが可

能かという問題も、やはりあると思います。私自

身『ARDEC（アルデック）』という農業専門誌に「食

料安全と人口」という論文を書かせていただきま

した。その執筆に際し、資料を検討したのですが、

そこでアフリカの耕地面積対人口密度は、かなり

高いことが分かりました。アフリカには使われて

いない土地が多いということをよく聞くのですが、

ご存じの通り、降水量も必ずしも十分ではなく、

本当に使えるかといえば疑問が残ります。 
その意味で、収量を増大させるということは、

現在の農地をどう効率化するかということと同義

ではないかと思います。その面で、今おっしゃっ

た質の向上、生産性の向上は、非常に有効なアプ

ローチだと理解しています。 
同時に 2070 年以降、他の地域の人口が減る中

で、アフリカの人口だけが増え続けます。日本で

は、やせた土地で育った蕎麦が、努力で商品作物

になりました。そのような工夫も必要ではないか

と思います。昔は蕎麦と言えば救荒食で、コメを

食べられないから食べていました。ところがその

後、蕎麦を改良する技術ができて、高級な食材に

まで変わりました。ほとんどのアフリカの作物も、

改良することで商品作物になり、かつアフリカの

食料安全保障に資することができる気がします。 
 
ポール・チビング議員（マラウイ）： 

素晴らしいプレゼンテーションをありがとうご

ざいました。最後のページに、灌漑の項目があり

ますが、アフリカは気候変動に非常に影響を受け

る地域です。マラウイは、アフリカ第 3 の大きさ

を誇るマラウイ湖があります。しかしほとんどの

地域では、雨水に依存している状況です。例えば

ダム等を建設して、すでにある水資源を活用でき

る方法をお考えなのでしょうか。 
 
柱本修 国際地域課長： 

いろいろな方法があると思います。国によって

状況が異なるため、一概に申し上げられませんが、

ダムを活用する方法や、そういう大規模なもので

はなく、雨水を活用する施設を作り、水を有効活

用するという方法もあると思います。 
灌漑のインフラを整備するだけではなく、実際

に限られた水資源を有効に活用するための、様々

な技術があります。具体的には、点滴灌漑や灌漑

水路の施設から水がこぼれないようにしたり、全

ての水が有効に作物に活用できるようにする技術

があります。農業の協力では、一般的に大規模な

ダムを作るようなことはあまりしません。むしろ

自然に降った雨をいかに有効に使うか、水利用の

効率化を可能にする技術を広げていくことが大事

だと思います。 
 
フランク・アノー＝ドンプレ議員（ガーナ）： 

プレゼンを拝見して、私たちの農業に関する問

題点や関心点を網羅していただいていると思いま

した。私は、アメリカからの支援でこの 10 年、

コンサルタントとして農業分野にも携わってきま

した。ポイントが網羅されていて、大変素晴らし

いと思いました。 
農業の問題は、アフリカ全土で共通の問題です

が、特定の地域にそれぞれ固有の課題も多く存在

します。東アフリカ、西アフリカでは抱える課題

が異なるため、それにも注目していただければと
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思います。先程お話がありましたように、私たち

の森林資源が非常に急速に枯渇しつつあり、農地

の肥沃度にも影響を与えています。今回のプレゼ

ンでは、特に森林に関しての言及はありませんで

した。 
もう 1 つは、保険に言及していらっしゃいます

が、アフリカの農業は気候変動の影響を受けると

いう、脆弱な側面を持っています。保険に関して

日本では、どのような経験をお持ちで、どのよう

に活用されているのでしょうか。 
最後に、近代的な農業にしていくという点で、

先入観を持たずに、農業をビジネスとして捉えて

いくべきだと思います。しかし、近代化で農薬の

使用が考えられます。農薬もうまく使わなくては、

植物が毒性を持つなど、負の影響も考えられます。

近代化を図り、農薬を使用し、農業の質を高め、

かつ自然を傷つけないような形での日本の経験を

伺いたいと思います。 
 
柱本修 国際地域課長： 

まず、アフリカは非常に大きな大陸で、国も多

数あります。人口も 10 億を超えており、非常な

多様性を持つ地域と理解しています。今回は簡単

にご説明するために、アフリカの全体の統計を用

いましたが、各国の状況を考慮して、協力を考え

なければならないと感じています。 
2 番目の森林の問題ですが、気候変動に関する

ことは、森林と深い関係があります。日本での過

去の TICAD においても、気候変動の問題に関連し

て、森林の問題が大きく取り上げられており、お

そらく今後もそのようになると予想しています。

森林には気候変動、地球温暖化を緩和する働きが

ありますし、土壌や土地を守る働きがありますの

で、その点にも着目したいと思います。 
保険に関するご質問ですが、例えば異常気象で

農作物ができなくなった場合、農家に損失が発生

するわけですが、そういった場合の損失を保険で

少しでも補填しようというものです。日本国内で

も、他の国でも、最近はこういった保険を始めて

いるところがあります。詳しいことは分かりませ

んが、気候のデータに基づいて、どれぐらい異常

な気象になったら保険が適用されるかが判断され

るのではないかと思います。補足ですが、保険を

使う際には、通常はその損害額を算定して支払い

をします。農業の場合は、その損害額算定に手間

と時間がかかることを含めて、適正に支払われる

かが課題となっています。ある条件下になった時

に、これぐらいの損害が発生するだろう、という

ある程度のラインを決めます。例えば、降水量が

条件未満だった時には、これだけの損害を払うと

いうような形で、非常に体系的に簡素化されてい

ます。ただそういった保険を作るには、膨大な気

象データや、損害と気象のデータの因果関係を調

べなければならたいため、パイロット事業として、

いろいろな国でそういったデータを集めて、試験

的に気候指標を作ることになります。 
農薬や除草剤については、アフリカは肥料の使

用量がアジアに比べて低いと言われていますが、

そのために生産性が低いという報告もあります。

おそらくアフリカでも、企業の参入が今後増え、

そうすると生産性も上がってくるのだと思います。

ただし、ご指摘いただいたように、あまり肥料や

農薬を使いすぎると、環境に良くないことがあり

ます。ですから肥料は、適正な使用を守るという

ルール作りが必要になります。そういったルール

を農家が守るメカニズムが大切だと思います。 
 
楠本修 APDA 事務局長・常務理事： 

ありがとうございました。 
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厚生労働省  

「アフリカにおける保健医療協力」 
 

山谷裕幸 大臣官房国際課国際協力室長 
 

 

山谷裕幸 大臣官房国際課国際協力室長： 
厚生労働省は 2035 年に向けた戦略を作成しま

した。第二次世界大戦後の我が国の公衆衛生の向

上にはユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）

が大きな役割を果たしてきました。しかし社会の

発展とともに、人口構成は変化し、求められる保

健サービスのあり方も変わってきています。かつ

て感染症、寄生虫症に苦しめられた我が国ですが、

それを克服し、人々の医療ニーズは、非感染性疾

患（NCDs）に移ってきました。そして現在我が国

は、他に例のない急速な高齢化を迎え、人口も減

少期に入ってきています。 
国民に対する保健医療サービスが、国民の生活、

経済、社会を安定させるとともに、国民の医療、

保健に対するニーズも変わってきます。開発そし

て経済発展において、保健政策というのも変わら

なくてはなりません。これは持続可能性が、保健

政策にも求められていることを意味しています。

これは将来に向けて、どの国も辿っていく道だと

考えています。我が国は、こうした我が国の経験

を世界に示し、共有する考えでいます。そういう

考えに基づき、皆様に説明をさせていただく次第

です。また、私たちのアフリカに対する支援、TICAD
に対してどのようなことを考えているかについて、

お話ししたいと思います。 
 私たちが目標としているのは、全ての人々が健

康維持を享受でき、安心、安堵し、納得できるこ

とです。そして私たちはこの利益を、我が国だけ

のものにするつもりはありません。そこで私たち

の 3 つの基本理念があります。それは、公平、公

正、自立に基づく連帯、そして世界の繁栄と共栄

です。そのために実現すべき展望として、3 つの

ビジョンを掲げています。 
1 つは、リーン・ヘルス・ケア、保健医療の価

値を高めるということです。これは限られた資源

の中で、いかに効率よく患者にとって価値の高い

保健医療を提供できるかということです。別の言

い方をすれば、保健サービスの供給側ではなく、

保健サービスの受け手側の視点で、保健医療の質、

価値を考えることです。 
2 つ目のビジョンは、ライフデザイン、主体的

選択を社会で支えることです。これも受け手側の

主体的選択を尊重し、それを可能にするような町

づくり、コミュニティのエンパワーメントを行っ

ていくことです。 
3 番目は、グローバル・ヘルス・リーダーです。

先程申し上げたように、日本の中だけで完結せず、

世界への貢献を目指す、というものです。そのた

めのインフラも整備しなければなりません。その

ためにはまず、イノベーション、情報、持続的な

資金メカニズム、保健人材を掲げています。 
こうした政策を実施していくために、厚生労働

省自体も改革をしていこう、ということが書いて

あります。 
社会が変化するにつれて、人々のニーズは変わ

り、それに伴ってパラダイムシフトが起こり保健

政策の変化も必要になります。すなわち政策策定

者の側でも、頭の中でのパラダイムシフトが必要

になってきます。 
まず、必要なパラダイムシフトは、量から質で

す。保健医療サービスが足りない時期においては、

どれだけ十分な保健サービスを人々に提供できる

かが問題になってきます。しかし受け手に投与さ

れる保健サービス、すなわち医療にしても、投薬

にしても、多ければ良いものではありません。受

け手にとって本当に必要なものを提供していくこ

とが重要になっていきます。 
次は、インプットからバリューへというパラダ

イムシフトです。患者にどれだけの保健サービス、

すなわち医療や投薬を施したか（インプット）が
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問題ではなく、患者がそれでいかなる価値を得た

か（バリュー）に考えを変える必要があります。 
次に、「規制」から「自律」です。これは国の保

健当局が規制を科すのには、一定の役割はありま

すが、これからは、より当事者、すなわち患者、

それから医師、またその周辺のヘルスワーカーの

自律的な活動を評価していくことです。 
それから 4 番目のパラダイムシフトは、キュア

（治療）からケア（介護）です。急性の疾患、伝

染病であれば、まず病院で治療をしっかりすると

ことが大切です。しかし社会の人口が高齢化する

に伴って、多くの人が非感染性疾患に苦しむよう

になると、別の視点が必要です。例えば高齢者が

苦しむ生活習慣病等の疾患に、キュアという考え

を適用すると、ともすると高齢者がずっと病院に

入院したままになりかねません。しかしそれが幸

せかというと、やはり多くの人は自分の家族と暮

らし、自分のコミュニティの中で、友人、近所の

人たちと暮らしたいと願うと思います。このよう

な場合には、医療を受ける側である患者にとって、

最小限のキュアと、地域における包括的なケアの

組み合わせで、最大限の時間を自分の家で過ごせ

ることが幸せということもあり得ます。 
最後に、分散から統合へというパラダイムシフ

トがあります。これまでは病院は病院、介護は介

護、それから地域における生活支援は地域におけ

る生活支援と、それぞれ分かれてきました。しか

し現在、例えば我が国は高齢化が進んでいるわけ

ですが、こういった高齢の人たちを病院に入院さ

せたきりにしないようにするためには、医療、介

護、そして地域の生活支援活動が統合されなけれ

ばなりません。 
様々な保健関連のサービスが統合された形で、

人々が自分の生活圏の中で、健康な長寿を楽しむ

社会、それが私たちの目指す社会です。すなわち

病院からコミュニティ主体の保健サービス、と言

ってもいいかもしれません。これが、今私たちが

目指している未来、すなわち 2035 年に向けたビ

ジョンです。 
続いて、私たちの海外における保健支援につい

てご説明します。伝統的に我が国は、保健は人々

の生活の向上に不可欠なものと考えてきました。

これは我が国自身の経験に基づくものです。我が

国自身も、かつては衛生状態が決して良いわけで

はなく、多くの失敗、例えば寄生虫症、フィラリ

ア、日本住血吸虫等にも苦しめられてきた歴史が

あります。それから一部地域では、マラリアにも

苦しめられてきました。こういったものを根絶す

ることで、人々の生活は向上しました。 
この変化をもたらしたのは、実は大きな革新的

技術発展（イノベーション）ではなく、非常に地

道な努力の結果です。一つには上水道の整備です。

それから医師だけではなく、地域のコミュニティ

ヘルスワーカーの働きにもよります。こういった

コミュニティヘルスワーカーが、村落、地域の中

に入り込んで、人々に対する衛生、栄養改善、母

子保健といった様々な保健に関する指導を行って

きました。 
こういった経験から、我が国でも JICA を中心に

して、衛生的な水が利用できるようにすること、

村落における衛生指導、そしてコミュニティヘル

スワーカーの育成といった支援を、重点的に行っ

てきました。 
さらに必要なのは、保健政策の策定です。この

分野でも、アドバイザーを派遣するといった支援

を行っています。厚生労働省は、主に JICA と連携

して、こういった保健関係の援助プロジェクトに、

専門家やアドバイザーを送って参画しています。 
率直に言いますと、厚生労働省の協力は、まず

近隣諸国のアジアから始まり、それから徐々に広

がってきました。従って、現在アフリカに対して

行っている支援は、それほど多いとは言えません。

しかし拡大しています。例えば、今私たちの同僚

をコンゴ民主共和国、ザンビア、セネガル、ウガ

ンダに送っています。もちろん予算の制約や、い

ろいろな限界はありますが。こうした協力を継続

し、そして拡大していきたいと考えています。 
また、内閣府との共同事業である野口英世賞が

あります。野口英世は、感染症に関する日本人の

研究者で、黄熱病や数多くの感染症の解明に尽力

し、ガーナにて黄熱病で亡くなりました。彼の名

を冠した賞を作り、アフリカの保健向上、それか

ら熱帯病の解明などのために尽力した研究者に賞

を与えることで、そういった人々を激励していま

す。私たちはこの賞で、より多くの研究者がアフ

リカに目を向けもらいたいと思っています。そし

てアフリカ自身の中で、この保健の向上に努力す

る人を勇気付けることも狙っています。例えば、
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エボラウィルスの解明に尽力されたピーター・ピ

オット教授、それから皆様もよくご存じのケニア

のミニアム・ウエア教授、こういった人たちが受

賞者の中に入っています。このように人々を奨励

するというのも、保健では大事な支援ではないか

と考えています。 
 
 

討議 
 
楠本修 APDA 事務局長・常務理事： 

ありがとうございました。山谷室長は、今私た

ちが参加しているプログラムを外務省で承認して

下さった方なので、感謝を申し上げます。 
どなたか質問やコメントのある方おられますか。

ケニアの方どうぞ。 
 
アンドリュー・トボソ議員（ケニア）： 

ミディアム・ウエア教授ですが、私の選挙区の

方です。 
 
プリンセス・プメレレ・シピオセツ・ドラミニ議

員（スワジランド）： 
HIV／エイズについて、日本の今の状況と進捗に

ついて教えてください。 
 

山谷裕幸 大臣官房国際課国際協力室長： 
HIV について、科学技術の面からいいますと、

抗ウィルス薬の開発によって劇的に変化してきた

と思います。現在、製薬会社の開発のパイプライ

ンの中に、どのような新規の抗ウィルス薬が入っ

ているかは、ここでは分かりませんが、私たちは

少なくとも HIV の軽減策、予防ではなく、治療に

焦点を置くならば、抗ウィルス薬はとても重要な

役割を果たしていると思います。そしてその場合

に重要になるのは、この薬を人々が利用できるよ

うにするということです。 

そのためには、ある程度の資金が必要であるこ

とも理解しております。我が国はグローバルファ

ンドの中でも重要な位置を占める拠出国ですので、

グローバルファンドと活動が重複しないように気

を付けながら、JICA による 2 国間援助で、例えば、

予防に関する情報提供などを行っています。 
 
楠本修 APDA 事務局長・常務理事： 

最後に 1 つ質問があります。TICAD に向けて、

厚生労働省としての具体的な計画や、他の省庁の

活動を後ろから支えるといった計画はありますか。 
 

山谷裕幸 大臣官房国際課国際協力室長： 
厚生労働省が単独で TICAD のために何かするか、

今、しているかというと、それはありません。し

かし TICAD VI に向けて、何をするべきかという議

論はあります。それから厚生労働省単独ではない

と申し上げましたが、厚生労働省がアフリカに対

して行うほとんどの援助は、JICA もしくは内閣府

といった他の機関との協力で行っています。他に

も国際機関との連携も行っております。 
 
楠本修 APDA 事務局長・常務理事： 
 ありがとうございました。 
 

山谷裕幸 大臣官房国際課国際協力室長： 
最後に、ケニアの議員がおっしゃったことです

が、ミディアム・ウエア教授は、ケニアの誇りで

もあると思いますし、そして、この野口英世アフ

リカ賞の誇りでもあると思います。ぜひこれから

もよろしくお願いします。 
 
楠本修 APDA 事務局長・常務理事： 
 ありがとうございました。 
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国際協力機構（JICA） 

「TICAD 枠組みに基づく日本の協力」 
 

加藤 宏 JICA 理事 
 

 

加藤宏 JICA 理事： 
今日は、JICA が TICAD VI に向けて、どのような

ことを実施し、どのようなことを考えているかに

ついて、概括的なお話をさせていただきたいと思

います。その後もう少し深く、人口・保健問題に

関連した JICA の活動について、ご説明したいと思

います。できるだけインタラクティブに進めたい

と思いますので、説明はできるだけ短くし、ご質

問とご意見をいただきたいと思います。 
それでは、JICA について全体的なことをお話し

ます。JICA は政府開発援助の実施機関です。2 国

間援助機関としては、世界で最も大きい部類に入

ると思います。JICA の特徴は、非常に幅広い事業

を持っていることです。私たちは借款というプロ

グラム、また無償援助、技術協力、それからボラ

ンティア・プログラムを持ち、NGO との連携プロ

グラムも持っています。皆様の場合はアフリカで

すが、NGO が途上国に行って実施する活動を支援

する活動も行っています。様々な国連機関と連携

もしています。その中に人口に関した、あるいは

食料に関係したことも含まれます。このように非

常に幅広い事業で、様々な各国のニーズに対応し

て、きめ細かな協力を行いたい、行っているとい

うのが、私ども JICA の 1 つの特徴です。 
2 つ目の特徴は、様々なセクターを幅広くカバ

ーできるという組織の特性です。人口や保健問題

は、先生方がご存知のように、非常に多面的な問

題だと思います。教育、保健、食料、水、インフ

ラといった様々なものを多面的に動員して、問題

にあたる必要があると思います。日本政府は、例

えば、農林水産省は農業問題、文部科学省は教育、

厚生労働省は保健というように、専門性が決まっ

ていますが、JICA は援助の実施機関として、様々

な省庁との協力関係の中で複合的な協力を行って

いますし、それが可能です。そういう 2 つの特性

があり、私たちは分野横断的な協力を、これから

も進めてきたいと思います。 
続いて TICAD VI に向けたお話をさせていただき

ます。TICAD VI は、当然 TICAD V を引き継いで開催

されますので、TICAD V でどのようなことが議論さ

れたかを、ご説明したいと思います。 
TICAD V では、まず最初に「Robust and Sustainable 

Economy（強固で持続的な経済成長）」が挙げら

れました。続いて、「Inclusive Resilient Society（包

摂的で強靭な社会開発）」が議論されました。こ

こが皆様の関心だと思いますので、今日はこの部

分についてお話をしたいと思います。 
3 番目は、「Peace and Stability（平和と安定）」で

す。過激主義の問題や、テロリズム、いろいろな

問題がまだアフリカにはあり、そうした問題も重

要だということが、2013 年の TICAD V の時に明確

になりました。 
人口や人々の健康、教育に関係する JICA の活動

に関しては、後で私の同僚が具体的なプロジェク

トの実例をお示ししたいと思いますが、大きく言

うと、3 つに分類できると思います。 
まず、人々の健康を維持するためには、十分な

食料の供給が必要になります。このため JICA は農

業の振興に力を入れています。当然農業の振興は

農村に住んでいる人々の所得向上、そして生活レ

ベルの向上に繋がると私たちは考えています。 
2 つ目の柱が、「Toward a Quality Educational 

Environment（質の高い教育環境を目指して）」と

いうものです。 
3 つ目の柱が、「Promotion of Universal Health 

Coverage（UHC の推進）」です。UHC は、日本政府

が強く打ち出している政策アジェンダですが、母

子の健康問題、病院のマネージメントを改善して

人々の健康に貢献するといった、様々な要素が含

まれています。この保健活動に非常に関連深いの
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が水と衛生です。 
JICA の活動のいくつかの柱についてお話しまし

たが、これが全ての JICA の活動を表しているわけ

ではありません。先程 JICA はボランティアを派遣

していると申し上げましたが、非常に多くのボラ

ンティアが村落に入って、女性の活動をサポート

するなど、様々な活動を行っています。それから

民間部門との連携もあります。例えば、手を洗う

活動を奨励するために、民間部門が開発したアル

コール消毒のための商品の利用促進を、ウガンダ

で実施しているという例があります。 
私の説明はこれで終わりますが、私の同僚が、

私のプレゼンテーションを補う形で、それぞれ 2、

3 分ずつ説明したいと思います。 
 
山形律子 JICA 人間開発部 保健第一グループ 

保健第二チーム課長： 
母子保健セクターの取り組みについて簡単に説

明いたします。基本的なアプローチですが、サー

ビスデリバリーを支えるシステム自体を強化する

ことが大切です。JICA の人口開発分野に対する協

力の基本的なアプローチですが、成功事例を生活

に反映させることに重点を置きます。これらでス

テップアップや継続性の確保を図っています。 
日本の母子保健分野での経験に基づいて、母子

保健協力も行っています。1930 年頃から日本の政

府は、全ての人々に公平なサービスが届くように

という方針の下、支援を行ってきました。ヘルス

センターを建設し、全ての人が利用できるように

したり、母子手帳で妊産婦の登録システムを確立

しています。保健セクター以外の取り組みとして、

地方への幹線道路を敷設したりしています。 
日本の経験に基づいて形成された JICAの戦略で

すが、これには 3 つの戦略があります。1 つはマ

ルチセクトラルなアプローチ、2 つ目は UHC の達

成を目指したもの、3 番目に継続ケアです。 
JICA のプロジェクトは、妊産婦死亡率や乳幼児

死亡率の高いアフリカや南アジアに集中していま

す。具体例としては、セネガルで実施している保

健システム強化プロジェクトがあります。 
さらに栄養分野にも取り組んでいます。栄養問

題については、非常に懸念しており、200 万ドル

を栄養の国際的な枠組みの構築に投資しました。

日本政府の国際保健政策の中で、栄養は非常に重

要な位置付けとなっています。JICA も、栄養は母

子保健の 1 つのコンポーネントとして重要だと考

えています。一つの例ですが、エチオピアで実施

している母子保健プロジェクトでは、栄養に重点

を置いて実施しています。 
 
吉澤啓 JICA アフリカ部 企画役（TICAD 開発政策

分析担当）： 
引き続いて、水と食料について説明します。全

世界の安全な水への利用可能性を見ると、アフリ

カの人々の半分は、安全な水を利用できていない

と言われていますが、最近の MDGs レポートによ

ると、アフリカにおける安全な水の利用率は、

2000 年の 40%から、2012 年には 64%に改善され

たと報告されています。JICA はこの改善に大きく

貢献しています。 
セネガルのプロジェクトの例をご説明します。

セネガルでは 1980 年代から給水プロジェクトを

継続的に実施し、30 万人を超す人々に新たに水を

供給しています。セネガルでのプロジェクトは、

単に施設を作るだけでなく、施設の運営について

も支援しています。村の人たちが自分たちで施設

を運営できるように、料金の徴収システムや管理

システムを設けました。さらに水の供給が進んで

衛生分野の支援を広げています。 
次は食料分野の支援、特に稲作の支援について

ご説明します。アフリカではコメ生産と消費のギ

ャップがますます拡大しています。このギャップ

の分、コメを輸入していることになります。 
このギャップを減らすためには、アフリカのコ

メの生産を増やすことが必要であり、このために

JICA はアフリカ稲作振興のための共同体（CARD）

といわれるイニシアティブを実施しています。こ

のイニシアティブは JICA だけでなく、様々な機関

が構成メンバーとなっており、その構成メンバー

とともに取り組んでいます。アフリカからは 23
カ国が参加し、コメの生産を 10 年間で倍増する

という目標を掲げています。 
2018 年には 2800 万トンへと、2008 年ベースラ

インからの倍増を目指しています。実績値で見る

と、ここまで非常に順調に進捗しています。目標

が達成されるように、引き続き努力していきます。 
最後に女子の教育に関して、非常にユニークな

教育プロジェクトをご紹介します。英語では「ス
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クール・フォー・オール」と呼ばれています。こ

のプロジェクトは、生徒の両親と住民が、学校の

管理に参加することを促進します。それにはフー

ド・マネージメント・コミッティ（食料管理委員

会）や学校運営委員会（COGES）支援プロジェク

トがあります。COGES のメンバーを選挙で選んだ

り、それから実施計画を作成したり、モニタリン

グをすることで、学校の運営を改善していきます。

その結果、非常に興味深いことに、男子より女子

の就学率が増加したことが確認されています。生

徒の両親や住民が、男子だけではなく、女子も学

校に行かせようと、皆で協力した結果だと考えて

います。 
 
 

討議 
 
楠本修 APDA 事務局長・常務理事： 

今回集まられている皆様は、人口と開発問題に

携わり、日本の国会議員との対話を目的に来日さ

れました。JICA は人口問題そのものに直接対応し

ておらず、今ご説明したように、教育や保健、食

料等の事業を通じて、健康な若者が育つというこ

とを目指して活動しています。その点を踏まえ、

ご質問・コメントいただきたいと思います。 
 
ポール・チビング議員（マラウイ） 

加藤理事をはじめ JICA の皆様、ありがとうござ

いました。いろいろな活動の中にインフラの整備

が入っておりました。私は内務大臣をしていた時、

日本の大使館の方とお話をして知りましたが、

JICA は警察官の住居整備については、援助は行わ

ないとおっしゃっていました。私たちは政府とし

て農村地域に地方センターをつくり、その地域の

インフラの構築に努めています。その中でも問題

になっているのが警察官の住居の確保で、地方に

おける治安を確保するためには、必要性の高いも

のです。保健や女子の教育に取り組んでおられま

すが、警察官のための住居といったことは、検討

されたことがあるでしょうか。 
 
マリアム・ケイタ・トラオレ議員（コートジボワ

ール）： 
 興味深いプレゼンテーションをありがとうござ

いました。COSES という言葉が出てきて驚きまし

た。COGES は JICA から提案されたのでしょうか。

それともアフリカ側から提案があったのでしょう

か。と申しますのは、私どもは学校を義務化する

ために、いろいろな取り組みをしているのですが、

私どもの理解では、この COGES は、親が毎月何ら

かのお金を払うという制度です。私も議員になる

前に、私立学校を作りました。私立ですから有料

で、そこに COGES があるのは分かります。しかし、

公的の学校で COGES という組織があることが理

解できないのです。日本の方から、しかも JICA か

らこの COGES という言葉が出てきて驚きました

が、ご説明いただけますでしょうか。それはお金

を払うということでしょうか。 
 
JICA： 

2 つご質問いただきました。最初はマラウイの

議員の方から、警察官舎建設の支援に関して、こ

れは 1 つの考え方の問題だと思いますが、日本政

府は無償援助で建物を建てる時に、できるだけ相

手国政府との役割分担を考えながら、何を造るか

を決めていきます。例えば警察に関して言えば、

警察学校を建て、警察官の方を訓練するプロジェ

クトがあったように思います。このような場合に、

教室を作ることに無償援助を使うことはあります。

その場合でも、宿舎についてはその国の政府に負

担をお願いすることもあります。ある国に対する

無償援助額は決まっているため、その総額をどの

ように使用するかについて、相手国の政府と話し

合います。そのためこのようなことが起こります。 
2 つ目の質問にお答えしたいと思います。COGES

は、考え方は日本が始めたわけではなく、中南米

で考えられたものだと思います。どこの国だか正

確に覚えていませんが、世界銀行がこうしたモデ

ルを作って実施し、うまくいったのが 1 つのきっ

かけになっています。西アフリカではまずニジェ

ールで行いましたが、日本がニジェールに押し付

けたわけではもちろんなく、ニジェール政府と日

本側が話し合って始めました。COGES の運営につ

いて、住民が強制的にお金を払わなければならな

いのかというご質問だと思いますが、確認する必

要があります。しかし十中八九、そういうことは

ないと思います。 
 この COGES のアイデアは、住民たちが自分たち
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のできることで、学校を支援しようということで

す。従って、全員がある一定のお金を払うという

考え方に基づいているわけでは決してありません。

最初にニジェールでうまくいき、それがセネガル、

ブルキナファソとマリで広がり、それぞれでうま

くいっているということを見ますと、住民の方々

から支援されていると思います。 
 
マリアム・ケイタ・トラオレ議員（コートジボワ

ール）： 
 まず、状況が異なるので、他所でうまくいった

からといってコートジボワールでうまくいくとは

限らないと思います。それから COGES の件ですが、

私は 6 歳の女の子を養子に迎えました。無償なの

で、その子を公立の学校に入れましたが、そこに

COGES という機関があり、毎月支払いをしなけれ

ばなりませんでした。そして支払いを忘れてしま

ったら、学校から追い出されてしまいました。公

立学校で無償だから、と子どもを入学させても、

COGES のお金が払えないと、学校に来てはダメと

言われてしまったのです。ですから COGES という

言葉が出てきた時に、疑問に思いました。 
それから、マラウイから警察学校の建設支援と

いうお話がありましたが、例えば、コートジボワ

ールで警察の宿泊所を援助で作ったら、おそらく

クーデターが起こってしまうと思います。もっと

低所得者向けの住宅を作るべきだと、大変な騒ぎ

になると思います。各国で状況が異なるというこ

とも触れていただければと思います。 
 
フランク・アノー＝ドンプレ議員（ガーナ）： 

JICA はガーナでも、様々なプロジェクトをして

いただいています。大変重要な、そして著名なプ

ロジェクトを手掛けて下さっていることを、大変

嬉しく思います。また同時に失望もしています。

と言いますのも、JICA にお話に行くといつも、自

国の政府と話し合うように言われ、私たち議員を

相手にしてくれないからです。何回もガーナの

JICA や、日本大使館を訪ねましたが、いつもガー

ナ政府に申し入れをしてくれと言われます。ぜひ、

議員を相手にしないというような対応を、見直し

ていただければと思います。各国で状況は異なる

と思いますので、それに応じて見直していただけ

ればと思います。 

ガーナには複数の政党があり、政府を運営して

います。私は野党ですが、議席を大差で勝ち取っ

た重要な一員です。人々のために夜も寝ずに、様々

な提案をまとめて提出します。それでも通りませ

ん。ぜひこの機会にお伝えしたいのは、APDA は、

私たち議員と協力をしている団体です。APDA は

ある意味、今や日本を越えた団体になっています。

アジアの中でも、日本は極めて重要な存在です。

ぜひ、APDA と強力な関係を構築していただきた

いと思います。もちろん人口問題を直接扱ってい

るわけではないのですが、人口問題は様々な分野

に、横断的に関係してくると思います。例えば道

路を造る、そして水を補給するなど、様々なこと

を行っていらっしゃいます。 
今回このようなことを申し上げているのは、皆

様にも議員の話を聞いて欲しいからです。議員は、

もちろん政府の一員ではないかもしれませんが、

議会の一員であり、国民を代表する存在です。そ

のため、ぜひ政府しか相手にしないという、これ

までのやり方を見直していただきたいと思います。

人々の生活に変革をもたらすことが重要であり、

そのために議員として JICAと一緒に働く手だてが

なければ、厳しい言い方かもしれませんが、JICA
よりも民間企業をパートナーとした方が、私たち

にとっては得策かもしれない、ということになっ

てしまいます。 
議員は人々の生活に影響を与えられる人物であ

り、敬意を払っていただければと思います。JICA
と議員とでそういう関係ができることは、大変重

要だと思います。 
 
楠本修 APDA 事務局長・常務理事： 

ザンビアの方、お願いします。 
 
ハイヴィー・ハムブロ・ハムドゥドゥ議員（ザン

ビア）： 
ザンビアでも道路建設等の重要なプロジェクト

を実施していただいき、感謝いたします。こうし

た支援は、日本の納税者の方のお金を使って実施

されています。そのため、日本側も、援助を受け

る側も、どのように日本の納税者のお金が援助に

使われているのかを説明できるようにする、そう

いった工夫があるべきではないかと思います。日

本の議員の方が、どのように支援金が使われてい
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るのか現状を把握するために、草の根レベルで見

ることも重要になるかと思います。 
 
JICA： 

コメントありがとうございます。最初、ガーナ

の方からいただいた話ですが、非常に重要だと思

います。JICA は政府間協力の団体です。政府とお

付き合いとすることが私たちの通常の業務です。

議員の方々に失礼なことを申し上げたとしたら、

それはお詫びしたいと思います。ただ現実問題と

して、議員の方々と、どのようなコミュニケーシ

ョンチャンネルを作るかついて、あまり経験があ

りません。今日そういうご質問をいただいたので、

これからの課題として、取り組んでいきたいと思

います。これに関連して、日本にも日本 AU 友好

議連があり、双方の議員の方々の中で大きな枠組

みができれば、そういうものを利用して、私ども

政府援助機関とのコミュニケーションをとってい

くことも考えられるのではないかと、お話を伺い

ながら思いました。日本 AU 友好議連の逢沢一郎

先生や三原朝彦先生と、私ども非常にお付き合い

が深いので、また日本の先生方ともお話をして、

どういうコミュニケーションができるか、考えて

いきたいと思います。 
 
楠本修 APDA 事務局長・常務理事： 

ありがとうございます。実は人口問題に関して

は、各国に超党派の議連として国内委員会があり、

その代表が各地域議員フォーラムに参加するとい

う形が一応できています。その意味では、各国の

国内委員会であれば、超党派でこの問題に対する

議員の意思をまとめることができると言えます。 
 
佐崎淳子 UNFPA 東京事務所長（日本）： 

この日本信託基金（JTF）プロジェクトは、日本

政府から特別に予算をいただいていて、政治家の

方たちに対してアドボカシーを提言しています。

もちろん国会議員の方に直接お金を払うというこ

とではなく、プロジェクトを実施している NGO
の方たちに支援をし、その NGO が人口と開発に関

する国会議員活動を支援するという形を取ってい

ます。その議連に参画されている議員が、人口関

係の政策形成をし、そこに国家予算を配分する役

割を担っています。 
例えば、JICA プロジェクトは、非常に大きなイ

ンパクトを与えています。このような形で各国の

国会議員の方々と協力して、政府に働きかけ、国

家予算を付けていく、というメカニズムを構築す

れば、長期的にも影響力が大きくなると思います。 
 
楠本修 APDA 事務局長・常務理事： 
 ありがとうございました。これで全てのプログ

ラムが終了いたしました。JICA の加藤宏理事をは

じめ、JICA の皆様のご説明に感謝いたしますと共

に、FPA 議員の皆様のご協力に心より感謝いたし

ます。これらの働きかけが TICAD VI に資すること

を、心より期待しております。ありがとうござい

ました。 
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